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建築物排出量削減指針 

 

（目的）  

第１条 この指針は、京都市地球温暖化対策条例（以下「条例」という。）第４

８条第１項の規定により、条例第４９条第１項に規定する建築物排出量削減

計画書の作成に関し、建築物に係る温室効果ガスの排出の量の削減を図るた

めに建築物を建築するものが採り得る措置について定めるものである。 

（用語） 

第２条 この指針において使用する用語は、条例及び京都市地球温暖化対策条

例施行規則において使用する用語の例による。 

（建築物排出量削減計画書の作成等） 

第３条 温室効果ガスの排出の量の削減を図るために採り得る措置の内容は、

別表第１のとおりとする。 

２ 特定建築主は、建築物排出量削減計画書及び建築物工事完了届に、別表第

１を参考として、温室効果ガスの排出の量を削減するための具体的な措置の

内容を記載するものとする。 

３ 条例第４９条第４項による建築物排出量削減計画書の公表は、インターネ

ットの利用及び市役所における閲覧により行うものとする。 

（建築環境総合性能評価システムによる評価） 

第４条 特定建築主は、条例第５７条の規定に基づき、環境への配慮に係る特

定建築物の性能について、ＣＡＳＢＥＥ京都による評価を行わなければなら

ない。 

（建築物排出量削減計画書における資料の添付等） 

第５条 建築物排出量削減計画書には、別表第２に掲げる資料を添付するもの



とする。 

２ 別表第２に掲げる資料のうち、資料番号１、２、７及び８については、建

築物排出量削減計画書と併せて公表するものとする。 

（建築物工事完了届における資料の添付） 

第６条 建築物工事完了届には、温室効果ガス排出量の削減を図るために実施

した措置の状況を示す写真、図面その他の必要な資料を添付するものとする。 

（建築物排出量削減計画書等提出書） 

第７条 建築物排出量削減計画書、建築物排出量削減計画変更届及び建築物工

事完了届の提出は、建築物排出量削減計画書等提出書を添えて行うものとす

る。 

（特定建築主以外の建築主による建築物排出量削減計画書の提出等） 

第８条 第３条から前条までの規定（第５条第１項にあっては別表第２中資料

番号１７から２３を除く。）は、条例第５２条第１項の規定により特定建築主

以外の者が建築物排出量削減計画書等を作成し、提出する場合について準用

する。 

（届出の受領等） 

第９条 市長は、第７条又は前条の規定による届出の提出を受領したときは、 

 当該届出に係る対象建築物の評価等を記載したＣＡＳＢＥＥ京都評価結果表 

 を作成し、特定建築主に交付するものとする。 

２ ＣＡＳＢＥＥ京都における標準システムの建築物の環境効率ＢＥＥのラン

クがＢ＋以上となった住宅について、金融機関の融資制度を利用するため、

特定建築主から求めがあった場合は、金融機関提出用の受領確認書を交付す

るものとする。 

（その他） 

第１０条 この指針の施行に関し必要な事項は、都市計画局建築・景観技術担

当局長が定める。 

附 則 

 この指針は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この指針は、平成２４年４月１日から施行する。 



附 則 

 この指針は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この指針は、令和５年６月２２日から施行する。 

   附 則 

 この指針は、令和６年４月１日から施行する。 



別表第１ 建築物に係る温室効果ガスの排出の量の削減を図るための措置 

項目 措置の内容 

外壁、屋根又は床の断熱 

外壁の方位や室の配置計画、外壁の断熱性の

向上、日射熱負荷の低減等による建築物の熱

損失の防止を図る。 

（例）断熱の仕様（外断熱、断熱材、厚さ、

熱抵抗値）、高反射率塗料の採用 

窓の断熱又は日射の遮蔽 

窓の断熱性の向上、日射熱負荷の低減等によ

る建築物の熱損失の防止を図る。 

（例）ペアガラス、庇、エアフローウィンド

ウ、ルーバーの採用 

エネルギー消費効率の高い

設備の導入 

空調、換気、照明、給湯、昇降機等の設備機

器について、エネルギー消費効率の高いもの

を採用する。 

（例）高効率照明器具、高効率給湯器、イン

バータ制御、燃料電池、コージェネレー

ションの採用 

再生可能エネルギーの利用 

自然採光、自然通風の活用並びに太陽光その

他の再生可能エネルギーを利用するための設

備の設置を図る。 

（例）自然採光：ライトシェルフ、トップラ 

イトの採用 

自然通風：自動ダンパー、ナイトパージ

の採用 

再生可能エネルギーの変換利用：太陽光

発電設備、風力発電設備、小水力発電設

備、地熱発電設備、太陽熱利用装置及び

バイオマス利用装置の設置 



環境への負荷が少ない材料

の利用 

リサイクル材、リサイクルが容易な再生可能

材料、健康被害や環境影響の少ない自然材料

の利用等による資源及び資材の利用の適正化

を図る。 

（例）躯体への再生資源の利用：電炉鋼、高

炉セメント、再生骨材の利用 

再生建築資材の利用：下水道汚泥、廃

ガラス、木屑等を原料とした資材の利用 

地域産木材の利用 

原料の原木が、持続可能な森林経営が営まれ

ている森林から産出された木材又は持続可能

な森林経営が営まれている森林から産出され

た木材のうち地域産木材を使用する。 

（例）外装材としての利用：屋根葺材（勾配

屋根の場合）又は防水材（陸屋根の場合）

への採用、屋根下地材（勾配屋根の場合）

又は防水下地材（陸屋根の場合）への採

用、外壁材への採用若しくは外壁下地材

への採用 

内装材としての利用：床仕上げ材への

採用、床下地材への採用、内壁仕上げへ

の採用、内壁下地材への採用、天井仕上

げへの採用、天井下地材への採用  

節水型設備の設置 

節水型設備の設置により上下水消費量の削減

を図る。 

（例）節水型便器、浴室サーモスタット水栓

及び手元止水機構付節水シャワーヘッド

又は食器洗い乾燥機の採用 



雨水、雑排水等の利用 

雨水利用、雑排水再利用システムの導入等に

より水資源の保護を図る。 

（例）雨水貯留施設の設置 

耐用年数が長い材料及び設

備の利用 

耐震性又は免振性能の確保、耐用年数の高い

部品及び部材の採用、災害時又は緊急時に対

応することができる設備機器の計画等によ

り、耐久性、信頼性を確保する。 

また、室内の空間計上や荷重のゆとり、設備

の更新を考慮した建物設計などによる、用途

変更や設備更新への対応性を確保する。 

（例）耐用性の向上：耐久性に優れた材料、

耐久性を高める工法 

更新性の向上：階高、設計荷重、モジ

ュール化 

建築物の維持管理の容易性

に対する配慮 

給排水管、給湯管及びガス管の点検や清掃、

補修のしやすさに配慮する。 

緑化の実施 

敷地や建物の植栽条件に応じた適切な緑地づ

くりを行う。 

（例）植栽等による日陰の創出、建築物の屋

上緑化、壁面緑化の採用 

電気自動車等の充電設備の

設置 

電気自動車又はプラグインハイブリッド自動

車の充電ができる設備を整備する。 

宅配ボックスの設置 
宅配ボックスを設置し、荷物の再配達の手間

を削減することに配慮する。 

代替フロン由来の温室効果

ガス排出削減 

代替フロンが使用されていない製品の採用な

ど地球温暖化の防止に配慮する。 

（例）ノンフロンの発泡剤を使用した硬質ウ

レタンフォームの採用、地球温暖化係数が低

い冷媒を使用したエアコンの採用 



その他 

ライフサイクル全体の温室効果ガス排出量の

削減、大気汚染防止、温熱環境悪化の改善、

地域インフラへの負荷抑制、騒音、振動及び

悪臭の防止、有害、日照阻害の抑制、光害の

抑制その他温室効果ガスの排出の量の削減に

資する措置に配慮する。 

 

 

 



別表第２ 添付資料 

資料

番号 
資料の種類 明示すべき事項 

１ 
ＣＡＳＢＥＥ京都標準システム

評価結果シート 

特定建築物の名称及び建設地、特定建

築主の氏名（法人にあっては、名称、

代表者名）、設計者の氏名（法人にあ

っては、名称、代表者名）、建築物の

用途、敷地面積及び延べ床面積、建築

物の竣工年月（予定）、環境性効率、

環境品質・性能における評価結果及び

環境負荷低性における評価結果、評価

分野における評価結果、特記事項等 

２ メインシート 

３ 解説シート 配慮項目における評価点 

４ 計画書シート 

建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律（以下「法」という。）

第１２条第１項に規定する計画書の

内容または法第１９条第１項前段の

規定による届出の内容 

５ 係数シート 
電気事業者名及びその事業者が供給

する電気のＣＯ２排出係数 

６ 
ライフサイクルＣＯ２計算シー

ト 

ライフサイクルＣＯ２計算結果 

７ スコアシート 
評価項目における評価点、環境配慮設

計の概要 

８ 独自システム評価結果シート 

特定建築物の名称、建築物の用途、延

べ床面積、設計上の配慮事項とＣＡＳ

ＢＥＥ京都標準システムのスコア、低

炭素景観の創出に関する評価、ライフ

サイクルＣＯ２とＣＯ２削減率、ウッ



ドマイレージＣＯ２とＣＯ２削減率

等 

９ 

資料番号１から８までの結果に

係る電子データ（提出は１部提

出とする） 

特 定 建 築 物 の 名 称 

１０ 付近見取図 方位、道路、目標となる地物 

１１ 配置図 

縮尺、方位、敷地境界線、敷地内にお

ける建物の位置、敷地に接する道路の

位置及び幅員、舗装仕上げ 

１２ 緑地計画図 緑地面積の面積、緑化率、樹種 

１３ 各階平面図・屋根伏図 

縮尺、方位、間取り、各室の用途・面

積、自然採光面積、バルコニー、屋上

緑化、太陽光利用設備（設置の場合） 

１４ 各面の立面図 
縮尺、開口部の位置、屋根仕上げ、外

壁仕上げ 

１５ ２面以上の断面図 
縮尺、各階の天井高さ、階高、建築物

の高さ 

１６ 内部仕上げ表 主要な室の床・壁・天井の仕上げ 

１７ 計算書 昼光率、壁長さ比率、木材の使用比率 

１８ 空調機器リスト 
空気調和設備機器、換気設備機器、ポ

ンプ類 

１９ 空調ダクト系統図 

給気口、排気口、給気機、排気機、空

気調和機器、ダクト類（中央式空気調

和設備がある場合） 

２０ 空調配管系統図 
配管口径、空気調和機器（中央式空気

調和設備がある場合） 

２１ 給排水系統図 
給水・排水管等の材質、口径寸法、配

置 

２２ 電気設備系統図 受変電設備、引込み図、系統図 



２３ 照明関係図、照度計算書 照明配置図、制御区画、設計照度 

２４ 

 
情報通信系統図 

情報通信設備、引込み図、システム図、

系統図 

２５ エネルギー関係図 

資料番号４の明示するべき事項にお

ける、エネルギー消費性能の根拠とな

る資料 

２６ 
ＣＡＳＢＥＥ京都項目別高評価

根拠資料 

評価項目において３点を上回る評価

点を付けた項目において、具体策を図

面等で明示した資料 

２７ その他市長が必要と認める資料 

建築物に係る温室効果ガス排出の量

の削減を図るための措置について参

考となる事項、建築物の環境品質・性

能の向上及び建築物による外部環境

負荷の低減のための措置について参

考となる事項 

２８ 委任状 

委任者、代理者の氏名・住所、委任日

（建築主に代わって設計者等が届出

を行う場合に必要） 

 


